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　令和8年3月31日現在 （単位：円）

科   目 前　年　度 当　年　度

流　動　資　産 2,239,497,774 2,243,636,444

  　現　　金　　預　　金 2,122,191,258 2,036,324,867

 　 未　　   収　   　金 92,364,322 134,185,486

  　前　  　 払　　   金　 14,166,305 10,161,054

  　その他の流動資産 17,084,184 69,262,159

  　貸 倒 引 当 金 △ 6,308,295 △ 6,297,122

固  定  資  産 5,425,732,564 5,311,755,413

 　 賃 貸 事 業 資 産 3,897,188,738 3,837,402,563

    　　賃 貸 住 宅 資 産 4,176,676,855 4,184,756,855

    　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,257,016,529 △ 1,315,478,911

　    　　減 損 損 失 累 計 額 △ 35,873,401 △ 35,873,401

    　　賃 貸 施 設 等 資 産 1,620,533,034 1,620,533,034

    　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 599,954,819 △ 609,358,612

    　　　減 損 損 失 累 計 額 △ 7,176,402 △ 7,176,402

  　そ の 他 事 業 資 産 1,468,215,908 1,398,838,157

    　　長 期 事 業 未 収 金 1,445,128,482 1,370,856,289

    　　その他の事業資産 81,241,910 67,748,210

    　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 58,154,484 △ 39,766,342

  　有 形 固 定 資 産 23,637,341 36,873,830

    　　建 物 等 資 産 546,540,090 546,540,090

    　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 536,259,923 △ 537,542,894

    　　そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 81,635,110 85,942,981

    　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 68,277,936 △ 58,066,347

  　無 形 固 定 資 産 16,690,577 18,640,863

   　 　そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 16,690,577 18,640,863

  　そ の 他 の 固 定 資 産 20,000,000 20,000,000

    　　長期有価証券 20,000,000 20,000,000

資 産 合 計 7,665,230,338 7,555,391,857

貸　借　対　照　表
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（単位：円）

科   目 前　年　度 当　年　度

流　動　負　債 1,463,140,684 1,352,503,813

  　短　 期　 借　 入　 金 1,000,000,000 900,000,000

  　次期返済長期借入金 59,224,250 53,414,402

  　未　     　払　　     金 338,314,412 333,294,093

  　前　　     受　     　金 9,993,369 9,621,045

  　預　　     り　      　金 46,926,355 44,188,937

  　そ の 他 の 流 動 負 債 8,682,298 11,985,336

固　　定　　負　　債 2,696,966,941 2,692,537,074

  　長　 期 　借 　入　 金 1,303,627,938 1,250,213,536

  　預　  り　 保 　証　 金 177,842,730 177,777,030

  　繰 延 建 設 補 助 金 176,029,405 170,156,026

  　引　　     当     　　金 1,039,466,868 1,094,390,482

    　　退 職 給 付 引 当 金 255,991,781 292,134,839

   　 　計 画 修 繕 引 当 金 715,594,078 734,374,634

   　 　債務保証損失引当金 67,881,009 67,881,009

[負債合計] 4,160,107,625 4,045,040,887

資　　  本  　　金 39,800,000 39,800,000

剰　　  余  　　金 3,465,322,713 3,470,550,970

  　資   本   剰   余   金 769,608,149 769,608,149

  　利   益   剰   余   金 1,842,638,306 1,847,866,563

　　特 定 目 的 積 立 金 853,076,258 853,076,258

[資本合計] 3,505,122,713 3,510,350,970

負債及び資本合計 7,665,230,338 7,555,391,857
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（単位：円）

前　年　度 当　年　度

事　業　収　益　［a］ 3,245,065,312 3,385,674,179

賃貸管理事業収益 594,573,529 597,587,628
賃貸住宅管理事業収益 313,879,544 327,754,781

一般賃貸住宅管理事業収益 241,236,511 256,557,920

多機能賃貸住宅管理事業収益 72,643,033 71,196,861

賃貸施設管理事業収益 25,974,943 26,320,302

賃貸店舗等管理収益 13,191,164 13,536,523

賃貸宅地管理収益 12,783,779 12,783,779

駐車場管理事業収益 254,719,042 243,512,545

県営住宅駐車場管理収益 254,307,074 243,185,210

市営住宅駐車場管理収益 411,968 327,335

管理受託住宅管理事業収益 2,586,690,998 2,726,293,254

公共団体住宅管理事業収益 2,586,690,998 2,726,293,254

公営住宅等管理事業収益 2,585,626,680 2,725,349,642

高齢者向け優良賃貸住宅（管理受託）管理収益 1,064,318 943,612

その他事業収益 63,800,785 61,793,297
受託事業収益 19,714,809 23,042,409

建設工事管理収益 3,936,600 4,000,000

住宅関連情報提供（住宅相談）収益 10,770,000 11,270,000

その他受託事業収益 5,008,209 7,772,409

長期割賦事業収益 677,065 563,031

民間提携住宅事業（特優賃） 677,065 563,031

公社ビル管理事業収益 12,701,196 12,973,983

公社ビル管理事業収益 12,701,196 12,973,983

その他の事業収益 30,707,715 25,213,874

その他事業収益 30,707,715 25,213,874

事　業　原　価　［b］ 3,176,551,690 3,269,842,630

賃貸管理事業原価 533,047,147 494,171,363
賃貸住宅管理事業原価 303,313,604 264,423,062

一般賃貸住宅管理事業原価 234,406,817 194,647,218

多機能賃貸住宅管理事業原価 68,906,787 69,775,844

賃貸施設管理事業原価 16,404,782 17,742,205

賃貸店舗等管理原価 10,779,433 10,390,340

賃貸宅地管理原価 5,625,349 7,351,865

駐車場管理事業原価 213,328,761 212,006,096

県営住宅駐車場管理原価 212,982,175 211,652,597

市営住宅駐車場管理原価 346,586 353,499

損　 益　 計 　算　 書

自　令和 7年 4月  1日

至　令和 8年 3月31日

科　　　　　　目

－　3　－



（単位：円）

前　年　度 当　年　度

管理受託住宅管理事業原価 2,572,465,089 2,702,109,063

公共団体住宅管理事業原価 2,572,465,089 2,702,109,063

公営住宅等管理事業原価 2,571,322,996 2,701,019,113

高齢者向け優良賃貸住宅（管理受託）管理原価 1,142,093 1,089,950

その他事業原価 71,039,454 73,562,204

受託事業原価 31,588,926 34,108,058

建設工事管理原価 15,022,658 15,951,543

住宅関連情報提供（住宅相談）原価 8,617,680 9,605,245

その他受託事業原価 7,948,588 8,551,270
長期割賦事業原価 664,848 673,028

民間提携住宅事業（特優賃） 664,848 673,028

公社ビル管理事業原価 13,341,884 13,819,690

公社ビル管理事業原価 13,341,884 13,819,690

その他の事業原価 25,443,796 24,961,428

その他事業原価 25,443,796 24,961,428

一 般 管 理 費　［c］ 96,490,445 117,589,435

△27,976,823 △1,757,886

その他経常利益　［e］ 31,517,209 37,902,138

受取利息収入 30,383,855 32,848,825

雑収入 1,133,354 5,053,313

その他経常費用　［f］ 29,259,994 31,085,939

28,964,847 25,617,237

雑損失 295,147 5,468,702

△25,719,608 5,058,313

特　別　利　益　［h］ 108,156 169,944

108,156 169,944

特　別　損　失　［i］ 0 0

△25,611,452 5,228,257

科　　　　　　目

事業利益  ［d=a-b-c］

支払利息

経常利益　［g=d+e-f］

当期純利益  ［j=g+ｈ-i］

貸倒引当金戻入益
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（単位：円）

769,608,149 769,608,149

当期増加高又は減少高 0 0

非償却資産取得に係る補助金受入による増加高 0 0

769,608,149 769,608,149

1,868,249,758 1,842,638,306

△ 25,611,452 5,228,257

当期純利益 △ 25,611,452 5,228,257

1,842,638,306 1,847,866,563

853,076,258 853,076,258

0 0

853,076,258 853,076,258

3,490,934,165 3,465,322,713

△ 25,611,452 5,228,257

3,465,322,713 3,470,550,970

剰　 余　 金　 計 　算 　書

自　令和 ７年 4月  1日
至　令和 ８年 3月31日

項　　　　　　　　　　　　　　目 前　年　度 当　年　度

期　末　残　高

資
本
剰
余
金

期　首　残　高

期　末　残　高

利
益
剰
余
金

期　首　残　高

当期増加高又は減少高

期　末　残　高

特
定
目
的

積
立
金

期　首　残　高

当期増加高又は減少高

期　末　残　高

合
計

期　首　残　高

当期増加高又は減少高
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（単位：円）

事業活動によるキャッシュ・フロー △48,259,621 116,972,316

賃貸管理事業活動による収支 39,989,980 189,791,519

賃貸住宅管理事業の収支 82,471,053 99,426,586

一般賃貸住宅管理事業の収支 53,428,572 80,677,795

賃貸管理事業による収入 271,681,212 275,024,250

賃貸管理事業による支出 △218,252,640 △194,346,455

多機能賃貸住宅管理事業の収支 29,042,481 18,748,791

賃貸管理事業による収入 88,794,576 79,927,512

賃貸管理事業による支出 △59,752,095 △61,178,721

賃貸施設管理事業の収支 17,098,570 19,453,145

賃貸店舗等管理による収支 9,411,943 11,781,694

賃貸管理事業による収入 14,912,853 17,078,757

賃貸管理事業による支出 △5,500,910 △5,297,063

賃貸宅地管理による収支 7,686,627 7,671,451

賃貸管理事業による収入 12,885,008 12,787,683

賃貸管理事業による支出 △5,198,381 △5,116,232

駐車場管理事業の収支 83,554,093 51,770,319

公営住宅駐車場管理の収支 83,554,093 51,770,319

賃貸管理事業による収入 290,442,649 244,306,280

賃貸管理事業による支出 △206,888,556 △192,535,961

管理受託住宅管理事業の収支 △143,133,736 19,141,469

公営住宅等管理の収支 △143,313,509 19,230,514

賃貸管理事業による収入 2,881,105,675 2,963,523,387

賃貸管理事業による支出 △3,024,419,184 △2,944,292,873

特定優良賃貸住宅（管理受託）管理の収支 10,000 △8,191

賃貸管理事業による収入 360,000 340,000

賃貸管理事業による支出 △350,000 △348,191

高齢者向け優良賃貸住宅（管理受託）管理の収支 169,773 △80,854

賃貸管理事業による収入 31,529,205 30,074,842

賃貸管理事業による支出 △31,359,432 △30,155,696

キャッシュ・フロー計算書

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31日

区　　　分 前　年　度 当　年　度
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（単位：円）

その他事業活動による収支 74,063,320 76,947,066

受託事業の収支 △13,827,345 △13,688,345

建設工事管理の収支 △10,442,430 △11,131,691

その他事業による収入 3,725,260 4,000,000

その他事業による支出 △14,167,690 △15,131,691

住宅関連情報提供（住宅相談）の収支 2,835,505 1,314,320

その他事業による収入 11,847,000 10,720,000

その他事業による支出 △9,011,495 △9,405,680

その他受託事業の収支 △6,220,420 △3,870,974

その他事業による収入 1,941,600 10,436,025

その他事業による支出 △8,162,020 △14,306,999

長期割賦事業の収支 12,157 △37,069

民間提携住宅事業（特優賃）の収支 12,157 △37,069

その他事業による収入 677,065 563,031

その他事業による支出 △664,908 △600,100

公社ビル管理事業の収支 △948,382 △3,319,918

公社ビル管理事業の収支 △948,382 △3,319,918

その他事業による収入 13,971,162 12,973,983

その他事業による支出 △14,919,544 △16,293,901

その他の事業の収支 88,826,890 93,992,398

その他事業の収支 88,826,890 93,992,398

その他事業による収入 107,215,881 114,268,176

その他事業による支出 △18,388,991 △20,275,778

一般管理活動による収支 △77,601,002 △63,662,549

その他経常損益に係る収支 1,766,441 6,816,199

その他経常損益に係る収入 31,020,866 37,902,138

その他経常損益に係る支出 △29,254,425 △31,085,939

その他の収支 △86,478,360 △92,919,919

区　　　分 前　年　度 当　年　度
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（単位：円）

投資活動によるキャッシュ・フロー △28,045,045 △43,614,457

有価証券等の取得・償還等による収支 0 0

有価証券の償還等による収入 0 0

有価証券の取得等による支出 0 0

その他の投資活動による収支 △28,045,045 △43,614,457

有形固定資産形成による収支 △28,045,045 △43,614,457

有形固定資産形成による収支 △13,175,045 △41,664,171

無形固定資産形成による収支 △14,870,000 △1,950,286

財務活動によるキャッシュ・フロー △62,946,739 △159,224,250

事業活動に係る資金の返済による支出 △62,946,739 △59,224,250

分譲事業に係る借入金の返済による支出 0 0

その他の事業に係る借入金の返済による支出 △62,946,739 △59,224,250

長期割賦事業資産に係る借入金の返済支出 △62,946,739 △59,224,250

その他の財務活動に係る資金の調達及び返済による収支 0 △100,000,000

短期借入金の借入による収入 2,008,341,000 1,850,011,000

短期借入金の返済による支出 △2,008,341,000 △1,950,011,000

△139,251,405 △85,866,391

2,261,442,663 2,122,191,258

2,122,191,258 2,036,324,867

（脚注１）このキャッシュフロー計算書における次期繰越金(現金及び現金同等物)と、貸借対照表に掲載されている

　　　「流動資産/現金預金」及び「固定資産・有価証券」項目との関係は下表のとおりである。

前　年　度 当　年　度

2,122,191,258 2,036,324,867

2,122,191,258 2,036,324,867

現金預金 2,122,191,258 2,036,324,867

2,122,191,258 2,036,324,867

区　　　分 前　年　度 当　年　度

合　　　　計

当 期 中 の 資 金 収 支 合 計

前 期 繰 越 金 （ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ）

次 期 繰 越 金 （ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ）

貸借対照表科目

次　期　繰　越　金

流動資産
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1 有価証券の評価基準および評価方法

 ２　固定資産の減価償却の方法

 （１）賃貸事業資産

定額法

・耐用年数 ： 賃貸住宅資産  　９～５０年

賃貸施設資産　１０～４７年

 （２）有形固定資産

定額法  

・耐用年数 ： 法人税法に規定する耐用年数

        

 （３）無形固定資産

定額法 　　　　　

自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年） に基づく定額法

   　　　　　

 ３　引当金の計上基準

 （１）計画修繕引当金

 （２）貸倒引当金

 　

 （３）債務保証損失引当金

　債務保証の履行により発生する求償債権の回収不能による損失に備えるため、特定優良賃貸住宅について

は、債務者個々の回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上している。

   

 （４）退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末の公社都合退職による期末要支給額の全額を計上している。

 　

注　記　事　項

１　重 要 な 会 計 方 針 等

（１）満期保有目的有価証券

償却原価法によっている。

　賃貸住宅資産の経年劣化等に対処するために、将来計画的に実施する修繕工事に要する費用の見積額

を基礎として計上している。団地別・工事項目別に、計画額と計画修繕引当金の期末残高の差額を、実施

までの見込み年数で均等に配分した額を繰入れている。

　賃貸管理事業収入未収金の一般債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ている。
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 ４　特定目的積立金の計上基準

 （1）賃貸住宅管理事業積立金

　賃貸管理事業積立金は、将来の減損損失に備え、当期純利益（前期繰越欠損金がある場合は、当該金額

をうめた残額）の範囲内で理事会の決議に基づき計上している。

　　

円 円

円 円

 ５　収益及び費用の計上基準

 （1）賃貸管理事業

　賃貸管理事業は、賃貸住宅等の賃貸を行っており、顧客との賃貸借契約に基づくリース取引に該当するも

のとして収益を認識している。

 （2）管理受託住宅管理事業

　管理受託住宅管理事業の公営住宅管理事業は、受託契約に基づき公営住宅の居住者管理業務・募集業

務・滞納督促業務などの事務業務及び住宅の空家補修・計画修繕・設備保守点検などの営繕業務の履行

義務を負っている。これらの履行義務は同一決算報告までに充足されることが約束されていることから、すべ

ての履行義務を完了した時点で取引価格をもって収益を認識している。

 （３）その他事業

　その他事業は、契約に基づき履行義務を負っており、当該事業の進捗度に応じて収益を認識している。

 ６　リース取引の処理方法

　リース取引に係る会計処理については、「地方住宅供給公社会計基準」の改訂（平成20年3月14日）に基づ

き、ファイナンス・リース取引については、原則として通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行って

いる。ただし、個々のリース資産に重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸取引に係る方法に準

じて会計処理を行っている。 　

　

 ７　消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

 ８　その他重要な事項

 （１）　固定資産の減損に係る会計基準

　　 　固定資産の減損については、「地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準」（社団法人全国住宅供給

　  公社等連合会　平成17年4月１日）を適用している。

　　 　減損にあたっては、資産グループごとに当該資産グループの回収可能価額を算定し、帳簿価額が回収

　  可能額を上回った場合に、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上している。

　　　なお、減損損失累計額については、償却資産は間接控除、非償却資産は直接控除している。

　　

 （２）　会計上の変更及び誤謬に関する会計処理

　　　地方住宅供給公社会計基準の改定（平成24年3月15日施行）に基づき、「会計上の変更及び誤謬の訂正

　 に関する実務指針」により、会計処理を行うこととしている。 　

【前年度】 【当年度】

繰入額　： 0 0

取崩額　： 0 0
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 ９　重要な会計上の見積り

①当年度の財務諸表に計上した金額

　　 　賃貸住宅資産　　　　　 千円 賃貸施設等資産 千円

　　 　減損損失　　 なし 減損損失 なし

 　　②財務諸表利用者の理解に資する情報

ア　算出方法

イ　主要な仮定

ウ　翌年度の財務諸表に与える影響

①当年度の財務諸表に計上した金額

　　 　計画修繕引当金　　　　　20,015千円

 　　②財務諸表利用者の理解に資する情報

ア　算出方法

イ　主要な仮定

ウ　翌年度の財務諸表に与える影響

 （１）　固定資産の減損

　　公社減損会計処理基準に従い、賃貸事業資産については団地を単位としてグルーピングを行い、減損の
兆候が認められる資産グループについて、当該資産グループから得られる割引前キャッシュ・フローが帳簿価
格を下回る場合には、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上している。
　　回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額は固定資産税評
価額を基に当公社で設定した調整率を乗じて算出し、使用価値は将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引
いて算出している。

4,184,756 1,620,533

　　将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、当該資産グループの事業収入及び事業費用であ
り、賃貸住宅等の家賃、入居率及び管理に要する費用等に基づき見積りを行っている。

　　賃貸事業資産全体の減損処理状況は、補足情報「４　賃貸事業資産について」に記載している。翌年度に
減損損失を計上する可能性は低いと見込んでいる。

 （2）　計画修繕引当金

　　賃貸事業資産の経年劣化等に対処するために計画的に実施する修繕工事について、団地別・工事項目
別に実施時期及び修繕費用を見積り、修繕計画を策定している。次回の修繕費用を実施時期までに引当て
られるよう計画額と計画修繕引当金の期末残高の差額を、実施までの見込み年数で均等に配分した額を繰
入ており、実施年度において引当て累計額（計画額）を取崩している。

　　見積りの基礎となる団地別・工事項目別の修繕計画の主要な仮定は、修繕工事の実施時期及び費用であ
り、実施時期は標準的な実施年数により、修繕費用は直近の同種工事の実績額により見積もっている。

　　個別の劣化状況等の変化又は建設物価等の変動等により修繕計画に変動があった場合は、計画修繕引
当金に影響を及ぼす可能性がある。また、修繕工事の実施年度において見積りと実績に乖離が生じた場合
は、追加の修繕費が発生する可能性がある。
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Ⅰ　貸借対照表に関する事項

 １　預金のペイオフについて

 　　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の限度超過額

　　　　　預  金  の  額 円 （Ａ）

　　　　　借入相殺の額 円 （Ｂ）

　　　　　預金保険の額 円 （Ｃ）

　　　　　超　　過　　 額 円 （Ａ－Ｂ－Ｃ)

 2　保証債務額について

 （１）保証債務の内容

 （２）保証債務の額

【前年度】 【当年度】

円 円

 3　リース取引について

 （１）ファイナンス･リース取引（借手側）

　　  　 所有権移転外ファイナンス･リース取引

　　  　 ・主なリース資産：固定電話  

　　  　 ・償却方法：定額法　　・リース期間：5年  

 （２）賃貸借取引による所有権移転外ファイナンス･リース

　     ファイナンス・リース取引のうち、個々のリース資産に重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸

　　  借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている。 　

　 　

　　　　主なリース資産：OA機器

　　　　未経過リース料期末残高

　　　　　　　１年内 円

　　　　　　　１年超 円

　　　　　　　合計 円

 （３）オペレーティングリース取引

　　　　主なリース資産：車両

　　　　未経過リース料期末残高

　　　　　　　１年内 円

　　　　　　　１年超 円

　　　　　　　合計 円

 ２　　補 　 足 　 情  　報

2,036,324,867

819,683,045

40,000,000

1,176,641,822

　　　　民間提携事業に係る土地所有者の群馬県及び金融機関借入金の保証債務

83,435,289 67,881,009

1,034,320

1,009,980

2,044,300

11,189,280

43,017,280

54,206,560
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 4　賃貸事業用資産について

　 　 賃貸事業資産

　     「地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解」  に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資産の

　   状況は以下のとおりである。 　

Ⅱ　損益計算書に関する事項

 １　特別損益の主要なものについて

なし

Ⅲ　その他の補足情報

 １　資産価格の適正化評価差額金について

　　　「地方住宅供給公社会計に係る資産価格の適正化実施基準」に基づき、賃貸事業資産の資産価格の適

　正化を実施した。

　　 適正化による評価差額は、資本の部の資本余剰金に計上した。

　　　　適正化の実施時期　　平成16年4月1日

　　　　適正化による評価差額　　769,608,149円

－

種　　別
資産のグ
ループ数

減損処理の状況

減損の
兆候

減損の
認識

減損の
計上

－

①賃貸資産
（住宅）

14 1 － －

②賃貸施設
資産（店舗）

4 なし －

③賃貸施設
資産（駐車場）

2 なし － －

④賃貸資産
（宅地）

9 なし －
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